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初中教育でのアントレプレナーシップ教育の事例
青梅第三小学校の事例



研究開発法人等の共同研究機能の外部化関係の法改正概要

現行制度の課題

現行では研究開発法人(科技イノベ活性化法別表第３※に掲げる法人)は①～③の事業者に出資可能
①研究開発法人発ベンチャー
②ベンチャーキャピタル
③成果活用等支援法人(以下の活動により研究開発の成果の活用を促進する者)
・研究開発の成果の民間事業者への移転（TLO機能）
・共同研究等についての企画・あっせん
・その他の活動（⇒共同研究等の実施が法律上明示されていない）

大学・研究開発法人に内在する産学官連携の課題 成果活用等支援法人活用のメリット

・産学官連携活動に対する経営上の位置づけが
必ずしも高くない
・研究のスピード感が合わない
・研究成果の活用・提供体制が不十分
・職務や能力に見合った処遇が困難

ü意欲ある法人のポテンシャルの最大限の発揮
ü産学官連携の場の形成と研究成果の社会実装の加速
による国際競争力の強化
ü成果活用等支援法人でのノウハウを法人の改革へ活用

※別表第３には２２法人が規定されているが、それ以外にも出資を希望する研究開発法人が存在

※Technology Licensing Organization;技術移転機関

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律等の改正により、研究開発法人の出資規定を整備し
産学官連携の活性化を図る
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新たな制度概要

１．成果活用等支援法人において共同研究等が実施できる旨を明確化
〇成果活用等支援法人の活動内容として、民間事業者との共同研究や受託研究の実施を法律上明確
に位置づける。 ※国立大学法人等は政令改正で対応予定

２．科技イノベ活性化法別表第３に出資業務を行うことができる法人として５法人を追加（22→27法人）
●防災科学技術研究所 ●宇宙航空研究開発機構 ●海洋研究開発機構
●日本原子力研究開発機構 ●国立環境研究所

成果活用等支援法人
・ 特許権等についての企業への実施許諾
・ 研究開発法人の成果を企業につなぐための 共同
研究等の企画提案
・ 実用化を目指した共同研究等の実施 等

企 業

プロジェクトA
共同研究等

※組織の在り方は研究開発法人が自ら
の将来設計に合わせ自主的に判断

出資

成果活用等支援法人のイメージ

…

・スタンフォード大学から独立
・研究・製品開発やコンサルティングサービス
等をグローバルに実施

SRI International website（総収入：約６億ドル／職員数：約１７００名）

●IMEC（ベルギー）
・ナノエレクトロニクス、ナノテクノロジー
分野における世界的研究拠点
・ルーベン大学が核となり、諸外国の
企業・大学等が共同研究を活発に実施
（総収入：約４.１５億ユーロ／所属研究者数：３５００名）

IMEC  website

学外において外部資金を活用した
研究拠点を設立している例

●SRI International（米国）
大学・研究開発法人

研究開発法人等の共同研究機能の外部化関係の法改正概要
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新大型ｺﾝｿｰｼｱﾑ
①,②…

COI
人がつながる
“移動”ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
拠点

OPERA２
物質・ｴﾈﾙｷﾞｰ
ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
共創ｺﾝｿｰｼｱﾑ

OPERA１
人間機械協奏
技術ｺﾝｿｰｼｱﾑ

名古屋大学オープンイノベーション機構の構想
～未来社会創造機構の拡充～

未来社会創造機構

積極的な支援

モビリティ
社会研究所

社
会
実
装

海
外
展
開

社会イノベーションデザイン学センター

材
料※

メ
カ
バ
イ
オ

ナノライフ
システム
研究所

オープンイノベーション推進室（室長：統括ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞﾏﾈｼﾞｬｰ）

・将来はプロモーショ
ン会社として独立
・NU-Techのノウハ
ウを活用

機構長（理事・副総長）

次世代
ﾓﾋﾞﾘﾃｨ技術

熱ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ﾅﾉ・量子
ﾊﾞｲｵﾃﾞﾊﾞｲｽ

競争領域PJ

情
報
社
会

学術研究・産学官連携推進本部

工学

医学

理学

農学

情報学

環境学

人文学

法学

経済学 協同産学研究講座（産連講座）

NU-Tech  
※米国法人

Technology Partnership 
of Nagoya University, 

Inc.

：全体概要図

協調領域

※新材料領域の新設に伴いモビリテ
ィ領域の「材料」分野を統合

部
局
横
断
型
ｺﾝｿｰ
ｼｱﾑ

PJ
①
PJ
②

東海国立大学機構（仮称）
による拡大

外部支援

エ
ネ
ル
ギ
ー

ﾏﾃﾘｱﾙ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
研究所

大学における共創の場構築の事例
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スマートシティの将来像

エネルギー、上下水、
リサイクルなどを
地域内で最適管理

エネルギー
水、廃棄物

ICTを活用した
e-Learning、
遠隔教育の充実

教育

災害の情報を即時に
取得・発信し、迅速な
避難・復旧を実現

防災

キャッシュレス社会を
実現し、取引を
デジタルで完結

金融

いつでもどこでも
必要な移動・配送
サービスを提供

自動走行
・自動配送

・都市において分野横断的に様々なデータの取得・利活用を実現するデータ連携基盤を整備・構築
・スーパーシティへの集中投資による先端的サービスの開発、スマートシティ各府省事業の一括的運用
・スーパーシティを起点に都市間の広域連携、横展開による、地域間格差の解消を目指す

①スマートシティの定義および要件の設定
②データの相互運用性・拡張性の確保に向けた基盤の整備・構築
③各地でのスマートシティの実装・持続的活動を担う次世代人材の育成

地域の見守りを
支援し、安心・
安全な街を実現

見守り・安全

今後の
課題

ICTデータの
活用により、
健康寿命を延伸

健康・
医療・介護

スーパーシティを起点に全国共通的なデータ連携基盤の整備
連携

オープンAPI連携

スマートシティサービス群（例）

IT新戦略等に基づくデジタル・ガバメント実現や、データ連携基盤整備の取組
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スマートシティの整備ロードマップ
・2021年度からスーパーシティのデータ連携基盤を構築、他都市の都市ＯＳや分野間データ連携基盤とも連携・相互運用に着手
・スーパーシティを起点に、広域連携・多核連携により 約100地域での実装を目指していく
・国際標準化への取組の推進

20202019 2023-2025

リファレンス
アーキテクチャ構築

インフラ輸出新戦略
（経協インフラ戦略会議）

国
内
取
組

国
際
協
調

官民連携プラット
フォーム設立・運営

アライアンス設立
－ガバナンスの共通指針策定

アライアンス拡大
－各都市の知見の共有

海外官民協議会の
設立・活動開始

リファレンス・アーキテクチャを
世界とともに構築、海外連携拡大

モデル事業の採択

社会
動向

会員の拡大

G20大阪 G20サウジ 大阪・関西万博 (2025)

スマートシティ・スーパーシティ
に実装されたサービスやデータ
連携基盤をモデルに横展開

第1回WEFテクノロジーガバナンス
サミット（GTGS）

ＪＡＳＣＡ設立
－日ASEAN連携による展開

国際標準化戦略の推進
－官民・各国連携

2021 2022

データ連携基盤
技術検証

区域指定

アーキテクチャ準拠の都市ＯＳ構築

データ連携基盤構築
サービス開発

連携・相互運用

連携・相互運用

デジタル・ガバメント実現や、データ連携基盤整備の取組
（分野間データ連携基盤 等）

スーパー
シティ

国際的な急速な
動きへの対応
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直近のスマートシティ施策の方針

• １．スーパーシティを起点としたスマートシティ形成
Ø 各府省の事業予算を一括的に運用するため、府省合同で公募・審査を実施。（合同審査会）
Ø スマートシティ・スーパーシティと最大限の相互データ連携・支援策を検討（政策体系図）
Ø スーパーシティへの集中投資により、全国に横展開すべき実装・連携事例を創出

• ２．都市OS実装・データ連携を実現する共通方針の具体化
Ø スマートシティ・スーパーシティにおけるデータ連携のための要件の明確化（データ連携検討会）
Ø アーキテクチャおよびガイドライン（SIP/スーパーシティ/MaaS）への準拠の促進
Ø 各事業でAPI公開を促し、共通ウェブサイト（官民連携PF等）上へのAPI公開を推進

• ３．スマートシティの各地域への展開
Ø 全国のスマートシティに対する都市OSの実装加速化
Ø スマートシティの標準的な構築手法（ガイドブック 2019、2020版）の展開
Ø 各地でスマートシティの実装・持続的活動を担う次世代人材の育成

• ４．スマートシティの国際標準化・国際展開
Ø 国内外へ日本のスマートシティの考え方を戦略的に発信し、信頼できるスマートシティの確立

改正国家戦略特区法の成立を受け、スーパーシティに区域指定された地域における
課題解決・データ連携基盤の構築を梃に、全国のスマートシティへの横展開
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スマートシティ

データ連携の
仕組みづくり

スーパーシティ

R2-3年度のスマートシティの推進に向けた取組

データ連携等に関する検討会

2020年度 2021年度 2022年度
９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10-

12月
1-3
月
4-6
月

国のモデルを
提示

Ｒ
３

事
業
公
募

国内のスマートシティ化
ロードマップ検討
（実行計画策定 等）

広報・普及活動
●
自治体・協議会向け
スマートシティ・ガイドブック検討

●
ガイドブック
発行

合
同
審
査
会

採択後、各地域で
実証・実装事業の実施

A
PI

接
続
検
証

・関連事業を集中投資
・国のモデルをもとに、データ連携基盤の実装を進める

反映

・「データ仲介」の方法
・「API」の役割、要件 等

データ連携基盤の技術調査・検討

連携強化

各府省事業の連携を強化

ス
ー
パ
ー
シ
テ
ィ

区
域
指
定

特
区
諮
問
会
議

各
省
合
同
審
査

ス
ー
パ
ー
シ
テ
ィ

公
募
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都市OSの社会実装の加速化

• リファレンス・アーキテクチャに沿って技術検討を推進。スマートシティ・スーパーシティに求められるデータ連携の要件をより明確化。
デジタル・ガバメント実現や、データ連携基盤整備と連携。

• 内閣府（地創・科技）が事務局となり、有識者に加え、総務省、経産省、国交省等がメンバーとして参加。

○APIの役割とレギュレーション
（ルール・仕様等）、公開方法

○ブローカー機能の性能

○標準化すべきデータモデルの
範囲

○標準的に実装を推奨すべき
先進技術（認証・決済等）

具体的検討事項（例）

※上記と連動し、自治体向けガイドブック
(2020年度版）作成のための検討を行う。

（例）
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参考：スマートシティ リファレンスアーキテクチャの全体像（令和2年3月公開）

lSociety 5.0リファレンスアーキテクチャをもとに、「利用者中心」「外部連携」に焦点を絞り、
スマートシティの構成要素間の関係性を図示
lスマートシティを実装する際に決めるべき/考慮すべき事項を整理
l 「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期 ビッグデータ・AIを活用したサイバー空間基盤技術におけるアーキテクチャ構築及び実証研究」で実施

利用者
市民、企業、観光客

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ

戦
略

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ

サ
ー
ビ
ス

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ

ア
セ
ッ
ト

都市オペレーティングシステム都市
マネジメント

スマートシティルール

外部 ：他都市（都市MS／都市OS）、他システム、等

相互連携 相互連携

セキュリティ

運用

デ
ー
タ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

認
証

サ
ー
ビ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

サ
ー
ビ
ス
連
携

外
部
デ
ー
タ
連
携ス

マ
ー
トシ
テ
ィ

ビジ
ネ
ス

ビジネスモデル構築

体験デザイン

参
画目標設定

関連法令 ルール・
ガイドライン

規制緩和・
特区活用

(都市OS)

KGI・KPI
設定

デジタル
アセット

リアル
アセット

規
定

持
続
的
提
供
を
実
現

デ
ー
タ
提
供

自
由
な
連
携
を
実
現

ス
マ
ー
トシ
テ
ィ

推
進
組
織

プレーヤー選定

役割・機能構築

施策

サービス
アプリ
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・・・

Broker

●●データ ●●データ

先端的
サービス

データ
連携
基盤

データ

行政 移動 教育
医療
介護 物流

＜E＞「施設・インフラ整備（都市インフラ・通信ネットワーク等）」に係る支援

（例）社会資本整備総合交付金【国】 等

＜B＞「分野ごとの先端的サービス」に係る支援
（例）
分野総合 地方創生推進交付金（Society5.0タイプ）【内】、

地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証 【総】
移 動 高度な自動走行・ MaaS等の社会実装に向けた研究開発・実証事業【経】、

日本版MaaS推進・支援事業【国】
教 育 GIGAスクール構想【文】
医療・介護 地域医療介護総合確保基金【厚】、ヘルスケアサービス社会実装事業【経】
観 光 観光地の「まちあるき」の満足度向上整備支援事業【国】
エネルギー エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業【経】

地域の系統線を活用したエネルギー面的利用事業費補助金【経】、
自立分散型エネルギー導入推進事業【環】

暮 ら し 生活空間におけるサイバー／フィジカル融合促進事業【経】、
サステナブル建築物等先導事業【国】 等

（例）
・自治体保有のデータベース
・国土交通データプラットフォーム
・農業データ連携基盤（WAGRI）
・防災関連データ連携基盤
・地球環境情報プラットフォーム(DIAS)
・G空間情報センター

・V-RESAS 等

データ連携基盤整備事業
（仮称）【内】

先端的サービス実証調査事業
(仮称)【内】

データ連携促進型スマート
シティ推進事業【総】

スマートシティ実証調査事業
【国】

（例）高度無線環境整備推進事業【総】 等

都市インフラ 通信ネットワーク

… ……
施設・インフラ

スマートシティ／スーパーシティ推進のための政策体系図（案） 内閣府 作成
※今後各省と調整

データ連携

支援支援

l IT新戦略等に基づくデジタル・ガバメント実現や、データ連携基盤整備の取組と連携
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具体的方向性（統合イノベーション戦略2020）

第３章 知の社会実装
（１）Society 5.0の実装（スマートシティ）

〇目標
• 関係府省庁のスマートシティ関連事業において、スマートシティのリファレンスアーキテクチャやスマートシ
ティ官民連携プラットフォーム等を活用し、分野・企業横断のデータ連携、他都市・地域への展開、
国際標準化、セキュリティの確保、創業環境の確保等を推進

• ＩｏＴ等の新技術を活用したスマートシティをまちづくりの基本とし、将来を見据えた、便利で快適な
まちづくりを、関係府省庁が連携して戦略的に推進

• 関係府省庁の事業の集中投資等を通じ、データ連携基盤を備えたスーパーシティの早期具体化を
推進

• 2025年開催の大阪・関西万博において、Society 5.0の実装により課題（コロナ克服後の経済社
会等）の解決が図られた社会の姿を積極的に発信

• グローバル・スマートシティ・アライアンスの活動等を通じて、各国の成功事例の共有を進め、スマートシ
ティにおける共通の政策や規範について検討・合意し実施

• 国際的な枠組も活用しながら、海外に訴求する日本のスマートシティのコンセプトを発信
• 日本の都市インフラの整備の経験やデータ管理のノウハウをいかし、スマートシティの海外展開を官民
が連携して推進



大学等発ベンチャー設立数の推移

（出典）文部科学省「平成３０年度 大学等における産学連携等実施状況について」
※大学等：国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関

※大学等発ベンチャーとは、大学等の教職員・学生等を発明者とする特許を基に起業した場合、関係する教職員等が設立者となった場合等にお
ける企業を指す。
※平成２６年度から平成２９年度までの設立数は、前年度調査時点から新たに設立が把握された企業（上記グラフ赤色部分）も含まれるため、前
年度公表値とは値が異なる。なお、設立から５年程度経過しないと設立状況を把握することができない事例が多いことから、過去５年に遡って設
立状況を把握することとした。

【大学等発ベンチャーの設立数の推移】
（社）
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VC投資の状況： ベンチャー投資の推移

（出典）VEC「ベンチャー白書2019」 45



転入研究者の流れ

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2020」 46



エコシステムの新潮流： ユニコーン企業の爆発的な増加と日本の出遅れ
大企業の所在は世界３位だが、ユニコーン創出は低迷。

資料： World Bank（February 2019）
47



大学等の民間企業からの研究資金等受入額及び共同研究の実施件数

（出典）文部科学省「平成３０年度 大学等における産学連携等実施状況について」
※大学等：国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関

【民間企業との共同研究実施件数及び研究費受入額の推移】
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大学等の特許権等の状況

【特許権実施等件数及び収入額の推移】 【特許権保有件数の推移】

※個人に帰属するもの及び外部のＴＬＯ等のものは含まれていない。

（出典）文部科学省「平成３０年度 大学等における産学連携等実施状況について」
※大学等：国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関
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大学等のクロスアポイントメント実施状況

※本調査におけるクロスアポイントメント制度とは「在籍型出向」形態におけるクロスアポイントメント制度を指す。出向元機関と出向先機関の間で、「出向に係る取決め」を実施
するとともに、出向者（＝教職員）が、出向元及び出向先それぞれと労働関係があり、各機関の責任の下で業務を行うことが可能となる仕組み。
出向者（＝教職員）は、出向元及び出向先で双方の身分を有し、必要な従事比率（＝エフォート）の管理のもとで、両機関の業務に従事する。

○クロスアポイントメント制度を活用した教職員数

○クロスアポイントメント制度を導入した機関数の推移

１．他機関からの受入 ２．自機関からの出向

【クロスアポイントメント制度を活用した教職員数の内訳（30年度）】

計375人 計282人

○クロスアポイントメント制度における教員のインセンティブとしての給与の上乗せを整備している機関の状況

区分 国立大学等 公立大学等 私立大学等 計
対前年度
増減数

対前年度
増減率

28年度 60 5 13 78 24 44.4%

29年度 70 6 23 99 21 26.9%

30年度 81 10 33 124 25 25.3%

29年度 30年度

企業 51 81 30 58.8%

企業以外 194 294 100 51.5%

計 245 375 130 53.1%

機関区分
人数 対前年度

増減数

対前年度

増減率 29年度 30年度

企業 7 17 10 142.9%

企業以外 221 265 44 19.9%

計 228 282 54 23.7%

機関区分
人数 対前年度

増減数

対前年度

増減率

27 5

機関数

うち、実施済整備済

【クロスアポイントメント制度を活用した教職員数の内訳（30年度）】

（出典）文部科学省「平成３０年度 大学等における産学連携等実施状況について」
※大学等：国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関 50
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